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議案第８号

権利の放棄について

下記のとおり権利を放棄したいので、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条

第１項第１０号の規定により、議会の議決を求める。

記

１ 放棄する権利  水道料金債権（遅延損害金を含む。） 

２ 債  権  額  ６８，７７５，２３３円（遅延損害金を除く。） 

３ 債  務  者  個人及び法人 ４，２７６人・法人 

４ 債権の概要 

調  定  年  度 放 棄 の 理 由 調 定 件 数 金          額 

平成１０年度 

本人死亡 ７０件 ３２０，４３２円

所在不明 ８６９件 ５，５７０，０８６円

無資力 ２件 ２２，６３９円

破産 １５件 ３，３７３，５２４円

費用倒れ ３６０件 １，８７２，８８９円

小計 １，３１６件 １１，１５９，５７０円

平成１１年度 

本人死亡 ６０件 ３２６，９５９円

所在不明 ８８９件 ５，４６６，４３８円

無資力 ３件 ４，１５７円

費用倒れ ３８６件 ２，１０１，６２３円

小計 １，３３８件 ７，８９９，１７７円

平成１２年度 

本人死亡 ４２件 ４１０，１１６円

所在不明 １，０００件 ５，０９１，００４円

破産 ３件 ３８，５３５円

費用倒れ ３５０件 １，８９９，３５０円

小計 １，３９５件 ７，４３９，００５円
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調  定  年  度 放 棄 の 理 由 調 定 件 数 金          額 

平成１３年度 

本人死亡 ５８件 ６７７，９４５円

所在不明 ８５４件 ４，３４２，３５２円

破産 １９件 １，２５０，５１２円

費用倒れ ３１２件 １，５３７，１３５円

小計 １，２４３件 ７，８０７，９４４円

平成１４年度 

本人死亡 ８４件 ７１８，０３２円

所在不明 ５１６件 ２，９５０，２４０円

無資力 ４件 ６３，６５１円

破産 ３件 ２２，５８９円

費用倒れ ２５０件 １，７２０，０３９円

小計 ８５７件 ５，４７４，５５１円

平成１５年度 

本人死亡 ５５件 ６４７，３６４円

所在不明 ４０４件 ２，３２６，７３３円

無資力 ３件 ４４，３９４円

破産 ３件 ５，９５３円

費用倒れ ２６０件 １，２９６，９２９円

小計 ７２５件 ４，３２１，３７３円

平成１６年度 

本人死亡 ４７件 ５０９，９９４円

所在不明 ３８８件 １，９３１，３０３円

無資力 ２件 ２３，９３６円

費用倒れ ２２２件 １，２５２，７８０円

小計 ６５９件 ３，７１８，０１３円

平成１７年度 

本人死亡 ６６件 ６１６，８２０円

所在不明 ４０４件 ２，２２８，１１７円

無資力 ６件 ９７，０２０円

費用倒れ ２０３件 １，０１２，４２１円

小計 ６７９件 ３，９５４，３７８円

平成１８年度 

本人死亡 ３５件 ３６８，５７９円

所在不明 ４１４件 ２，６４４，１８３円

無資力 ６件 ９２，３１６円

費用倒れ １９９件 ８３９，１３１円

小計 ６５４件 ３，９４４，２０９円
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調  定  年  度 放 棄 の 理 由 調 定 件 数 金          額 

平成１９年度 

本人死亡 ４６件 ２４８，７９０円

所在不明 ４３１件 ２，１７２，２９７円

無資力 ６件 ８９，６７０円

破産 ５件 １２３，４１２円

費用倒れ １８１件 ９０１，８７４円

小計 ６６９件 ３，５３６，０４３円

平成２０年度 

本人死亡 ２０件 ５６，５１４円

所在不明 ３２０件 １，５２５，５９４円

無資力 ７件 １１２，３５０円

破産 １３件 １２９，０５５円

費用倒れ ２１８件 １，０６５，９４１円

小計 ５７８件 ２，８８９，４５４円

平成２１年度 

本人死亡 ３０件 １２３，４１３円

所在不明 ３８９件 １，７８０，６８０円

破産 ４件 ３７，９１８円

費用倒れ ２３４件 １，２２６，２２７円

小計 ６５７件 ３，１６８，２３８円

平成２２年度 

本人死亡 ４３件 ２０９，１８２円

所在不明 ２９５件 １，９０７，０４５円

破産 １３件 １６３，６８３円

費用倒れ １９５件 １，１７０，５６２円

小計 ５４６件 ３，４５０，４７２円

平成２３年度 破産 ４件 ８，８８１円

平成２５年度 破産 １件 ２，８５６円

平成２６年度 破産 １件 １，０６９円

合  計 １１，３２２件 ６８，７７５，２３３円

平成２９年９月４日提出 

君津市長  鈴 木 洋 
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 債権放棄の理由 

略    称 放 棄 の 理 由 

本人死亡 
債務者本人が死亡し、相続人及び財産の存否も明らかでないため、消

滅時効の期間が経過したものであることから、債権を放棄する。 

所在不明 
債務者の所在が不明であり、財産の存否も明らかでないため、消滅時

効の期間が経過したものであることから、債権を放棄する。 

無 資 力 
債務者の資力が無い又は不十分と認められるため、消滅時効の期間が

経過したものであることから、債権を放棄する。 

破   産 

 破産法（平成１６年法律第７５号）第２５３条により破産債権の責任

を免れたため、消滅時効の期間が経過したものであることから、債権を

放棄する。 

費用倒れ 
 金額が裁判所の行う強制徴収に要する費用等に満たないと認められる

ため、消滅時効の期間が経過したものであることから、債権を放棄する。


